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デジタル化と消費者教育等の相関（イメージ）

消費者教育
情報教育

「教育」の情報化
（学校のICT環境整備・教科におけるICT活用等）

ＰＣ１人１台
学校内ネットワークの高速化

デジタル教科書 等

高度情報通信社会への対応
（デジタルサービスに係る
消費生活トラブル防止等）

情報リテラシー教育
情報セキュリティ教育
高等学校の教科「情報」等

関係省庁連携によるデジタル
関連教材開発・情報発信

消費生活相談員へのデジタル研修
消費者教育教材等のデジタル対応

ＧＩＧＡスクール構想
ＥｄＴｅｃｈ

思考力・判断力・表現力
の育成
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１．消費者教育の推進
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学習指導要領（H29.3.31公示）における消費者教育に関する主な内容（小学校）

○小学校

（社会科）
・販売の仕事は、消費者の多様な願いを踏まえ売り上げを高めるよう、工夫して行われていること
・社会生活を営む上で大切な法やきまり

（家庭科）
・買物の仕組み、売買契約の基礎
・物や金銭の使い方と買物における消費者の役割
・物や金銭の大切さ、計画的な使い方
・身近な物の選び方、買い方を考え、工夫すること
・環境に配慮した生活について物の使い方などを考え、工夫すること

（特別の教科 道徳）
・節度を守り節制に心掛けること
・法やきまりの意義を理解した上で進んでそれらを守り、自他の権利を大切にし、義務を果たすこと

○中央教育審議会答申（Ｈ28.12.21）を踏まえ、関連する各教科等（社会科、公民科、家庭科、技術・
家庭科等）において、引き続き消費者教育に関する内容を規定するとともに、現行の規定に加え、内容
を更に充実

※下線部は主な充実箇所



○中学校
（社会科〔公民的分野〕）
・社会生活における物事の決定の仕方、きまりの役割、法の意義
・契約の重要性やそれを守ることの意義及び個人の責任
・金融などの仕組みや働き
・市場の働きと経済に関して、希少性に着目すること
・個人や企業の経済活動における役割と責任
・消費者の保護とそれらの意義、消費者の自立の支援なども含めた消費者行政

（技術・家庭科〔家庭分野））
・購入方法や支払い方法の特徴、計画的な金銭管理の必要性、クレジットなどの三者間契約
・売買契約の仕組み、消費者被害の背景とその対応
・物資・サービスの選択に必要な情報を活用して購入について考え、工夫すること
・消費者の基本的な権利と責任、自分や家族の消費生活が環境や社会に及ぼす影響
・自立した消費者として責任ある消費行動を考え、工夫すること
・環境に配慮した消費生活を考え、計画を立てて実践できること

（特別の教科 道徳）
・節度を守り節制に心掛け、安全で調和のある生活をすること
・法やきまりの意義を理解し、それらを進んで守るとともに、そのよりよい在り方について考え、
自他の権利を大切にし、義務を果たして、規律ある安定した社会の実現に努めること
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学習指導要領（H29.3.31公示）における消費者教育に関する主な内容（中学校）
※下線部は主な充実箇所



○高等学校
（公民科〔公共〕）

• 法や規範の意義及び役割、多様な契約及び消費者の権利と責任、私法に関する基本的な考え方
• 金融の働き、金融を通した経済活動の活性化
• 活発な経済活動と個人の尊重を共に成り立たせることが必要であること

（公民科〔政治・経済〕）
• 経済活動と市場、経済主体と経済循環
• 金融の働きと仕組み、金融を通した経済活動の活性化
• 消費者に関する問題

（家庭科〔家庭基礎〕）
• 生涯を見通した生活における経済の管理や計画
• 消費者の権利と責任、消費生活の現状と課題、消費行動における意思決定や契約の重要性、消費者保護の仕組み
• 多様な契約やその義務と権利、消費者信用及びそれらをめぐる問題
• 自立した消費者として、適切な意思決定に基づいて行動することや責任ある消費について考察し、工夫すること
• 持続可能な社会を目指して主体的に行動できるよう、安全で安心な生活と消費及び生活文化について考察し、ラ
イフスタイルを工夫すること

（家庭科〔家庭総合〕）
• 生涯を見通した生活における経済の管理や計画
• キャッシュレス社会が家計に与える利便性と問題点
• 消費生活の現状と課題、消費行動における意思決定や責任ある消費の重要性
• 消費者の権利と責任、消費者問題、消費者の自立と支援
• 契約の重要性や消費者保護の仕組み
• 多様な契約やその義務と権利、消費者信用及びそれらをめぐる問題
• 自立した消費者として、適切な意思決定に基づいて行動できるよう考察し、責任ある消費について工夫すること
• 持続可能な社会を目指して主体的に行動できるよう、安全で安心な生活と消費及び生活文化について考察し、ラ
イフスタイルを工夫すること
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学習指導要領（H30.3.30公示）における消費者教育に関する主な内容（高等学校）
※下線部は主な充実箇所
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「消費者基本法改正」 平成16年６月２日施行
・保護から自立支援へ

「消費者教育の推進に関する法律」 平成24年８月22日成立、同12月13日施行

消費者庁に「消費者教育推進会議」設置 平成25年３月６日第１回会議
・ 委員相互の情報交換 ・ 「基本方針」作成・変更に意見

「消費者教育の推進に関する基本方針」 平成25年６月28日閣議決定
・ 消費者教育推進会議における更なる議論

・ 地方公共団体における消費者教育推進協議会の設置、消費者教育推進計画の策定等の取組

「消費者教育推進会議取りまとめ」 平成27年３月５日公表
・ 消費者市民社会における消費者の具体的行動例

・ 多様な担い手による消費者教育の実践に向けた事例の提示

・ 地域における多様な主体の連携・協働に向けた提案・事例の提示

「第二期消費者教育推進会議」 平成27年７月～平成29年６月
・ 「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の見直しに向けた論点整理

・ 社会情勢等の変化に対応した課題

「第三期消費者教育推進会議」 平成29年８月～令和元年７月
・ 「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の見直し

・若年者の消費者教育分科会 教員の指導力向上のための方策について取りまとめ 等

・地域における消費者教育の充実に向けた連携に関する分科会 消費者教育コーディネーターの役割等について取りまとめ

「消費者教育の推進に関する基本方針」変更 平成30年３月20日閣議決定
・ 社会情勢等の変化を踏まえた変更 ・ 重点的に取り組む喫緊の課題を「当面の重点事項」として提示

「第四期消費者教育推進会議」令和元年10月～令和３年９月

消費者教育推進に係るこれまでの取組
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消費者教育の推進に関する法律の概要

○学校における消費者教育の推進(第11条)
発達段階に応じた教育機会の確保、研修の充実、
人材の活用

○大学等における消費者教育の推進(第12条)
学生等の被害防止のための啓発等

○地域における消費者教育の推進(第13条)
高齢者･障害者への支援のための研修･情報提供

○人材の育成等(第16条)

・基本方針を踏まえ策定(努力義務)

・消費者庁･文部科学省が案を作成･閣議決定
･基本的な方向
･推進の内容等

国・消費者教育の総合的・一体的な推進
・国民の消費生活の安定・向上に寄与

目的(第1条)

定義(第2条)

『消費者教育』

消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育
(消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性
について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこれに
準ずる啓発活動

『消費者市民社会』

個々の消費者の特性及び消費生活の多様性の相互尊重しつつ、自
らの消費生活に関する行動が将来にわたって内外の社会経済情勢及
び地球環境に影響を及ぼし得ることの自覚して、公正かつ持続可能
な社会の形成に積極的に参画する社会

国と地方の責務と実施事項

責務(第4条)

地方公共団体

団体の区域の社会的経済的状況に応じた施策策定、
実施(消費生活センター、教育委員会その他の関係機
関と連携)

推進に必要な財政上の措置その他の措置(地方は努力義務)財政上の措置(第8条)

基本方針(第9条) 都道府県消費者教育推進計画

義務付け(国・地方) 努力義務(国および地方)

○教材の活用等(第15条)

○調査研究(第17条)

○情報の収集(第18条)

基本理念（第3条）

消費者団体 (努力義務) （第6条）
～自主的活動･協力

事業者・事業者団体(努力義務)
～施策への協力・自主的活動（第7条)
～消費生活の知識の提供、従業員の研修、資金の提供

(第14条）

消費者教育推進会議(第19条)

消費者庁に設置(いわゆる８条機関)

①構成員相互の情報交換･調整～総合的、体系的かつ効
果的な推進
②基本方針の作成･変更に意見

委員(内閣総理大臣任命)
～消費者、事業者、教育関係者、消費者団体･

学識経験者等
※委員は20名以内、任期２年、幹事、専門委員を置く
（政令で規定）

消費者教育推進地域協議会(第20条)

都道府県・市町村が組織 (努力義務)

①構成員相互の情報交換･調整～総合的、体系的かつ
効果的な推進
②推進計画の作成･変更に意見

構成

～消費者、消費者団体、事業者、
教育関係者、消費生活センター等

・消費生活に関する知識を習得し、適切な行動に結びつける実践的能力
の育成

・主体的に消費者市民社会の形成に参画し、発展に寄与できるよう積極
的に支援

体系的推進 ・幼児期から高齢期までの段階特性に配慮

効果的推進 ・場(学校、地域、家庭、職域)の特性に対応
・多様な主体間の連携
・消費者市民社会の形成に関し、多角的な情報を提供
・非常時(災害)の合理的行動のための知識・理解
・環境教育、食育、国際理解教育等との有機的な連携

市町村消費者教育推進計画

消費者教育の推進に関する総合的な施策策定、実施

責務(第5条)

(平成２４年１２月１３日施行（平成２４年８月２２日公布))

（検討）（附則）
○法律の施行後５年を目途として、施行状況に検討を加
え、必要がある場合には所要の措置を講ずる。

参考：消費者教育推進法
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Ⅲ 消費者教育の推進の内容

様々な場における消費者教育 人材（担い手）の育成・活用

○基本方針＝消費者教育の推進に関する法律（平成24年12月施行）第９条の規定に基づき、

内閣総理大臣及び文部科学大臣が案を作成、閣議で決定。

○基本方針の位置付け＝誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受けることができる

機会を提供するためには、消費者教育を体系的・総合的に推進することが必要

⇒幅広い担い手（国、地方、消費者団体、事業者等、消費者自身）にとっての指針

○手段＝幅広い担い手の支援・育成、担い手間の連携、情報共有の促進

Ⅱ 消費者教育の推進の基本的な方向

Ⅰ 消費者教育の推進の意義

・家計消費は国内総生産（GDP）の過半数（291.9兆円／538.4兆円）
⇒消費者の安全・安心の確保は、消費の拡大、更には経済の好循環の実現

にとって大前提
・インターネット利用の拡大、「デジタルコンテンツ」に関する相談件数の増加
・成年年齢引下げについての検討も踏まえた実践的な消費者教育の重要性
・社会の安定と持続可能性の確保のため、消費者が自身の社会的役割を
自覚し、行動することの重要性についての認識の高まり（SDGs）

消費者の自立を支援

被害に遭わない消費者、合理的意思決定のできる消費者の育成
さらには、社会の一員として、より良い市場とより良い社会の発展のために

積極的に関与する消費者の育成（消費者市民社会の形成に参画）

消費者を取り巻く
現状と課題

○各主体の役割と連携･協働

○消費者教育の体系的推進のための取組の方向

○他の消費生活に関連する教育との連携推進
（環境教育・食育・金融経済教育・法教育・主権者教育等）

・国と地方公共団体
・消費者行政と教育行政
・地方公共団体と消費者団体、事業者等

地域における多様な主体間の
ネットワーク化
（結節点としての消費者教育推進
地域協議会）

当面の重点事項
１．若年者の消費者教育
２．消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の推進
３．高度情報通信ネットワーク社会の発展に対応した

消費者教育の推進
※具体的に推進する施策は、赤枠箇所

○ 消費者教育の推進に関する基本的な方針 概要

消費者教育は、幼児期から高齢期までの
各段階に応じて体系的に行うべき

・ライフステージに応じた様々な教育の場（学校、地域、家庭、職域等）を活用して効果的に
消費者教育を行う

⇒それぞれのライフステージにおける消費者教育のイメージが様々な主体において共有
されることが重要

・消費者の特性（年齢のほか、性別、障害の有無、消費生活に関する知識の量など）
に配慮し、対象に応じた消費者教育の方法や内容を工夫

⇒例えば、高等学校段階までに契約などについての実践的な消費者教育を行う、
要支援者に対する教育については本人だけでなくその支援者への働き掛けを行う、など

(小学校･中学校･高等学校・特別支援学校等)

・学習指導要領に基づく実践的な教育
を推進

・その着実な実施について周知・徹底

(大学･専門学校等)
自立した社会人としての育成のため消
費者教育に関する科目等の開設に期待

⇒特色ある取組事例や課題等の情報提
供・啓発

学校

地域
社会

・消費生活センターの拠点化
・社会教育施設等の活用
・国からは情報提供等の支援
・見守りネットワーク構築の促進、その活

用による消費者教育の実施

・職域における消費者教育の内容、事業者
にとってのメリットなどの認識を共有

・事業者の形態、事業分野等に応じた従業
者に対する教育を実施

職域

(小学校･中学校･高等学校・特別支援学校等)

教職員の指導力向上が必要
：教員養成課程や現職教員研修等における
消費者教育に関する内容の充実
⇒実態把握と必要な情報提供

：国民生活センター等の教員向け研修の
活用を推進

(大学・専門学校等)
・地方公共団体や関係団体との連携の枠組みを
構築

・消費者教育推進地域協議会への参画を促進

・消費者団体・ＮＰＯ等による消費者教育
・担い手育成拠点としての国民生活センター、
消費生活センター、社会教育施設等の活用

・消費者教育としての、事業者による消費者へ
の情報提供、商品サービスの開発・提供

・積極的な情報提供としての「出前講座」、
「出前授業」の充実に期待

Ⅳ 関連する他の消費者施策との連携 Ⅴ 今後の消費者教育の計画的な推進

○食品と放射能に関する理解増進 ○事故・トラブル情報の迅速的確な分析・原因究明
○食品表示の理解増進

平成30年度～令和4年度の5年間を対象

消費生活相談員や専門家
（弁護士、司法書士、行政
書士等）などの外部人材

消費者教育
コーディネーター

多様な関係者や場をつなぐため、
間に立って調整

職域 家庭

学校

消費生活センター等を拠点とする、多様な主体が連携・協働した体制作り
様々な場における、外部人材を活用した効果的な消費者教育を実現

育成・配置の促進

消費生活相談員、元教員、NPOの一員など

【19都道府県】

平成25年６月28日 閣議決定
（平成30年３月20日 変更）
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消費者教育の推進に関する基本的な方針（デジタル化関連部分）

Ⅰ 消費者教育の推進の意義

１ 消費者を取り巻く現状と課題

（１）社会経済情勢

高度情報化の進展は、消費生活のグローバル化やボーダーレス化にもつながっている。インターネット通販の発達は、海外との取引も容易になり

利便性が高まるという利点があるものの、消費者トラブルの複雑化にもつながっている実情がある。また、フィンテック（FinTech）等の金融に関わる

技術革新やIoT は、消費構造に大きな変化を生じさせつつあり、社会を豊かにし、より便利にする可能性を持つものである一方で、消費生活に関す

る情報が外部へ提供されたり、ビッグデータとして個人の行動・状態等に関する情報が活用されたりするといった特色も有する。

消費者としては、これらの有用性を理解しつつ、高度情報通信ネットワーク社会において個人情報やデータの持つ意味も理解し、セキュリティやリス

クを自ら管理・配慮する必要があることについての意識を持つ必要がある。

Ⅱ 消費者教育の推進の基本的な方向

１ 体系的推進のための取組の方向

（１）消費者教育が育むべき力

④情報とメディアに関する領域

ア 高度情報化社会における情報や通信技術の重要性を理解し、情報の収集・発信により消費生活の向上に役立てることができる力

イ 情報、メディアを批判的に吟味して適切な行動をとるとともに、個人 情報管理や知的財産保護等、様々な情報を読み解く力を身に付け、活用で

きる力

Ⅲ 消費者教育の推進の内容に関する事項

２ 消費者教育の人材（担い手）の育成・活用

（８）消費者

高度情報通信ネットワーク社会の発展により、取引や情報発信の枠組みが大きく変革する中で、インターネットオークションのように消費者が販売者

になったり、ブログやウェブサイトへの書き込み等の情報提供を行ったりする際には、他の消費者へ被害を与えることのないよう、情報リテラシーの

重要性についての意識を高め、十分注意をする必要がある。事業者に対する消費者の過剰な要求が問題とされる例も多い。公正で健全な市場へ

の参加者という自覚を育成していくことも必要である。

当面の重点事項

３．高度情報通信ネットワーク社会の発展に対応した消費者教育の推進

幅広い年齢層でインターネットが日常生活に浸透しており、さらにIoTなどの活用により取引や情報発信の枠組みが大きく変革し、インターネットを

通じた関係性が複雑化している。これらの有用性を理解しつつ、セキュリティやリスクを自ら管理・配慮する必要があることについての意識を持つこ

とや、情報リテラシーの向上を図ることも含む消費者教育を推進することの重要性に鑑み、必要な取組を検討し、実施する。
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幼児期 小学生期 中学生期 高校生期 成人期
特に若者 成人一般 特に高齢者

各期の特徴 様々な気づきの体験を
通じて、家族や身の回
りの物事に関心をもち、
それを取り入れる時期

主体的な行動、社会や
環境への興味を通して、
消費者としての素地の
形成が望まれる時期

行動の範囲が広がり、
権利と責任を理解し、
トラブル解決方法の
理解が望まれる時期

生涯を見通した生活の管
理や計画の重要性、社会
的責任を理解し、主体的
な判断が望まれる時期

生活において自立を進
め、消費生活のスタイ
ルや価値観を確立し自
らの行動を始める時期

精神的、経済的に自立
し、消費者市民社会の
構築に、様々な人々と
協働し取り組む時期

周囲の支援を受けつつも
人生での豊富な経験や
知識を消費者市民社会
構築に活かす時期

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築

商
品
等
の
安
全

生
活
の
管
理
と
契
約

情
報
と
メ
デ
ィ
ア

トラブル対応
能力

商品安全の理
解と危険を回
避する能力

選択し、契約す
ることへの理解
と考える態度

生活を設計・
管理する能力

情報の収集・処
理・発信能力

消費生活情報
に対する批判
的思考力

情報社会の
ルールや情報
モラルの理解

消費がもつ
影響力の理解

持続可能な
消費の実践

消費者の参
画・協働

困ったことがあったら
身近な人に伝えよう

くらしの中の危険や、
ものの安全な使い方に
気づこう

約束やきまりを守ろう

欲しいものがあったと
きは、よく考え、時に
は我慢することをおぼ
えよう

支え合いながらトラブ
ル解決の法律や制度、
相談機関を利用しよう

安全で危険の少ないく
らしの大切さを伝え合
おう

生活環境の変化に対応
し支え合いながら生活
を管理しよう

契約トラブルに遭遇し
ない暮らしの知恵を伝
え合おう

身の回りの情報から
「なぜ」「どうして」
を考えよう

支え合いながら情報と
情報技術を適切に利用
しよう

支え合いながら、トラ
ブルが少なく、情報モ
ラルが守られる情報社
会をつくろう

支え合いながら消費生
活情報を上手に取り入
れよう

消費者の行動が環境、
経済、社会に与える影
響に配慮することの大
切さを伝え合おう

支え合いながら協働し
て消費者問題その他の
社会課題を解決し、公
正な社会をつくろう

持続可能な社会に役立
つライフスタイルにつ
いて伝え合おう

身の回りのさまざまな
情報に気づこう

身の回りのものを大切
にしよう

協力することの大切さ
を知ろう

自分や家族を大切にし
よう

おつかいや買い物に関
心を持とう

トラブル解決の法律や
制度、相談機関を利用
しやすい社会をつくろ
う

安全で危険の少ないく
らしと消費社会をつく
ろう

経済社会の変化に対応
し、生涯を見通した計
画的なくらしをしよう

契約とそのルールを理
解し、くらしに活かそ
う

情報と情報技術を適切
に利用するくらしをし
よう

トラブルが少なく，情
報モラルが守られる情
報社会をつくろう

消費生活情報を主体的
に評価して行動しよう

生産・流通・消費・廃
棄が環境、経済、社会
に与える影響に配慮し
て行動しよう

地域や職場で協働して
消費者問題その他の社
会課題を解決し、公正
な社会をつくろう

持続可能な社会を目指
したライフスタイルを
実践しよう

トラブル解決の法律や
制度、相談機関を利用
する習慣を付けよう

安全で危険の少ないく
らし方をする習慣を付
けよう

生涯を見通した計画的
なくらしを目指して、
生活設計・管理を実践
しよう

契約の内容・ルールを
理解し、よく確認して
契約する習慣を付けよ
う

情報と情報技術を適切
に利用する習慣を身に
付けよう

情報社会のルールや情
報モラルを守る習慣を
付けよう

消費生活情報を主体的
に吟味する習慣を付け
よう

生産・流通・消費・廃
棄が環境、経済、社会
に与える影響を考える
習慣を身に付けよう

消費者問題その他の社
会課題の解決や、公正
な社会の形成に向けた
行動の場を広げよう

持続可能な社会を目指
したライフスタイルを
探そう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関の利用法を
知ろう

安全で危険の少ないくら
しと消費社会を目指すこ
との大切さを理解しよう

主体的に生活設計を立て
てみよう
生涯を見通した生活経済
の管理や計画を考えよう

適切な意思決定に基づい
て行動しよう
契約とそのルールの活用
について理解しよう

情報と情報技術の適切な
利用法や、国内だけでな
く国際社会との関係を考
えよう

望ましい情報社会のあり
方や、情報モラル、セ
キュリティについて考え
よう

消費生活情報を評価、選
択の方法について学び、
社会との関連を理解しよ
う

生産・流通・消費・廃棄
が環境、経済や社会に与
える影響を考えよう

身近な消費者問題及び社会
課題の解決や、公正な社会
の形成に協働して取り組む
ことの重要性を理解しよう

持続可能な社会を目指し
て、ライフスタイルを考
えよう

販売方法の特徴を知り、
トラブル解決の法律や
制度、相談機関を知ろ
う

危険を回避し、物を安
全に使う手段を知り、
使おう

消費に関する生活管理
の技能を活用しよう
買い物や貯金を計画的
にしよう

商品を適切に選択すると
ともに、契約とそのルー
ルを知り，よりよい契約
の仕方を考えよう

消費生活に関する情報
の収集と発信の技能を
身に付けよう

著作権や発信した情報
への責任を知ろう

消費生活情報の評価、
選択の方法について学
び、意思決定の大切さ
知ろう

消費者の行動が環境や
経済に与える影響を考
えよう

身近な消費者問題及び
社会課題の解決や、公
正な社会の形成につい
て考えよう

消費生活が環境に与え
る影響を考え、環境に
配慮した生活を実践し
よう

困ったことがあったら
身近な人に相談しよう

危険を回避し、物を安
全に使う手がかりを知
ろう

物や金銭の大切さに気づ
き、計画的な使い方を考
えよう
お小遣いを考えて使おう

物の選び方、買い方を
考え適切に購入しよう
約束やきまりの大切さ
を知り、考えよう

消費に関する情報の集
め方や活用の仕方を知
ろう

自分や知人の個人情報
を守るなど、情報モラ
ルを知ろう

消費生活情報の目的や
特徴、選択の大切さを
知ろう

消費をめぐる物と金銭
の流れを考えよう

身近な消費者問題に目
を向けよう

自分の生活と身近な環
境とのかかわりに気づ
き、物の使い方などを
工夫しよう

重点領域

※本イメージマップで示す内容は、学校、家庭、地域における学習内容について体系的に組み立て、理解を進めやすいように整理したものであり、学習指導要領との対応関係を示すものではありません。

消費者教育の体系イメージマップ
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消費者教育ポータルサイト
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若年者の消費者教育分科会取りまとめ（消費者教育教材の在り方）令和元年７月取りまとめ

消費者教育推進会議
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２．情報教育について
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新学習指導要領（情報教育・ICT活用教育関連）

出典：文部科学省資料（第９回青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関するタスクフォース（総務省））
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情報活用能力の育成

出典：文部科学省資料（第９回青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関するタスクフォース（総務省））
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情報モラル教育の必要性

出典：文部科学省資料（第９回青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関するタスクフォース（総務省））
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情報モラルに関する高等学校学習指導要領の主な記述

出典：文部科学省資料（第９回青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関するタスクフォース（総務省））
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高等学校情報科「情報Ⅰ」の学習内容 ～教員研修用教材より～

〇情報科で身に付けるべき資質・能力
①知識及び技能

情報と情報技術についての知識と技能，情報と情報技術を活用して問題を発見・解決する方法についての知識と技能を身に付
けるとともに，情報社会と人との関わりについては，情報に関する法規や制度及びマナー，個人が果たす役割や責任等について，
情報と情報技術の理解と併せて身に付ける。

②思考力，判断力，表現力等

情報に関する科学的な見方・考え方を働かせ，様々な事象を情報とその結び付きの視点から捉え，複数の情報を結び付けて新
たな意味を見いだす力を養うとともに，問題を発見・解決する各段階で情報と情報技術を活用する過程を振り返り改善することで，
情報と情報技術を適切かつ効果的に活用する力を養う。

③学びに向かう力，人間性等

情報と情報技術を適切に活用することを通して，法規や制度及びマナーを守ろうとする態度，情報セキュリティを確保しようとす
る態度などの情報モラルを養い，これらを踏まえて情報と情報技術を活用することで情報社会に主体的に参画する態度を養う。

〇学習項目の学習目標
（１）情報社会の問題解決

・情報やメディアの特性を踏まえ，情報の科学的な見方・考え方を働かせて，情報と情報技術を活用して問題を発見・解決する学
習活動を通して，問題を発見・解決する方法を身に付ける。

・情報技術が人や社会に果たす役割と影響，情報モラルなどについて理解し，情報と情報技術を適切かつ効果的に活用して問
題を発見・解決し，望ましい情報社会の構築に寄与する力を身に付ける。

・情報社会における問題の発見・解決に情報と情報技術を適切かつ効果的に活用しようとする態度，情報モラルに配慮して情報
社会に主体的に参画しようとする態度を身に付ける。

（２）コミュニケーションと情報デザイン

（３）コンピュータとプログラミング

（４）情報通信ネットワークとデータの活用

〇情報に関する法規、情報モラルに係る教員研修内容

・知的財産，個人情報とは何かを理解する。

・知的財産，個人情報の保護，不正アクセス行為の禁止等に関する法律などを理解する。

・情報を扱ううえでの個人の責任，情報モラルの必要性を理解する。

・知的財産や個人情報について理解させ，情報モラルを身に付ける授業ができるようになる。
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情報モラル教育の充実に係る高校生向け啓発資料

出典：文部科学省ホームページhttps://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2020/02/05/20200205-mxt_jogai01_003.pdf
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３．「教育」の情報化について
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学校のＩＣＴ環境整備の現状（2019年３月現在）

出典：文部科学省資料（第９回青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関するタスクフォース（総務省））
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「児童生徒１人１台コンピュータ」の実現を見据えた施策パッケージ

出典：文部科学省ホームページhttps://www.mext.go.jp/content/20191225-mxt_syoto01_000003278_04.pdf
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デジタル教科書について

出典：文部科学省ホームページhttps://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/02/12/1407728_001_1.pdf
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学習者用デジタル教科書の導入により期待されるメリット

出典：文部科学省ホームページhttps://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/02/12/1407728_001_1.pdf
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ＧＩＧＡスクール構想について

出典：文部科学省ホームページhttps://www.mext.go.jp/content/20200117-mxt_jogai02-000003278_001.pdf
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EdTechについて

出典：「未来の教室」とEdTech研究会 2017年度第１回会合資料3-3
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mirai_kyoshitsu/pdf/001_03_03.pdf
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「未来の教室」ビジョン 経済産業省「未来の教室」とEdTech研究会 第２次提言（2019年６月公表）

出典：経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mirai_kyoshitsu/pdf/20190625_report_gaiyo.pdf
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（３）３つの柱：「学びのSTEAM 化」「学びの自立化・個別最適化」「新しい学習基盤づくり」

「学びのSTEAM 化」とは、教科学習や総合的な学習の時間、特別活動も含めたカリキュラム・マネジメントを通じ、一人ひとりのワクワクする感覚を
呼び覚まし、文理を問わず教科知識や専門知識を習得すること（＝「知る」）と、探究・プロジェクト型学習（PBL）の中で知識に横串を刺し、創造的・論
理的に思考し、未知の課題やその解決策を見出すこと（＝「創る」）とが循環する学びを実現することである。
「STEAM」は、今後の社会を生きる上で不可欠になる科学技術の素養や論理的思考力を涵養する「STEM」の要素に加え、そこに、より幸福な人間社

会を創造する上で欠かせないデザイン思考や幅広い教養、つまりリベラルアーツ（Arts）の要素を編み込んだ学びである。文系・理系に関わらず様々
な学問分野の知識に横糸を通して編み込み、「知る」と「創る」を循環させ、新たな知を構築する学びであると言えよう。
しかし、「知る」と「創る」を循環させ、創造力・思考力を育むSTEAM 学習プログラムは絶対的に不足しており、その開発を加速し、デジタルコンテンツ

化も進め、広く共有される必要がある。また、教科横断的・合科的な授業編成を実現するための授業編成モデルや評価手法の確立、「創る」学びに不
可欠な実践の場の整備、そして指導者の養成・確保も課題である。

「学びの自立化・個別最適化」とは、子ども達一人ひとりの個性や特徴、そして興味関心や学習の到達度も異なることを前提にして、各自にとって最
適で自立的な学習機会を提供していくことである。そのためには、AI（人工知能）やデータの力を借りて、子ども達一人ひとりに適した多様な学習方法
を見出し、従来の一律・一斉・一方向型の授業から、EdTech を用いた自学自習と学び合いへと学び方の重心を移すべきである。
このとき、一人ひとりがEdTech の活用を通じて日々蓄積される学習ログの分析をもとに、個別学習計画を随時更新しながら、自分に最適な学び方を

模索するサイクルを構築する必要がある。そのためには、標準授業時数や、学習指導要領に基づく学年ごとの学ぶべき単元の縛り等の制約を緩和
すべきであろう。どれだけの時間、授業に出席したかを基準とする「履修主義」ではなく、かけた時間を問わず、理解度・達成度を客観的に測定する
「到達度主義」に基づく評価と、それに基づく授業編成を導入すべきである。（中略）

「新しい学習基盤づくり」とは、以上のような教育を実現するための新たなインフラを整えることである。
EdTech を活用して個別最適化された学びを実現するには、子ども達が１人１台のパソコンを持ち、来たる５G 時代に相応しい高速大容量通信を活用

した、常時インターネットに繋がる学習環境の整備が必要である。
また、教師の重い業務負担を改め、創造的に働くための環境を整備することも課題である。企業の業務改革にも用いられるBPR（Business Process Re-
engineering：業務構造の抜本的改革）の手法を取り入れ、教師が自分達の業務実態を分析し、自己目的化したような業務を大胆に捨て、デジタル・
ファーストの考え方で業務環境を再構築する現場改革が必要になる。

そして、新たな教育の実現に向けては、教師が新たに求められる「専門性」を身につけるための研修の充実や、そうした観点から、教職課程や教員
養成課程で学ぶ内容のアップデートが必要になろう。さらに、教師のみの責任と負担で教育改革を進めるのではなく、ふさわしい能力を持った外部の
人材を教育現場で活用すべく、産業界をはじめ社会全体で教育を支えていく開かれた教育システムの形成が必要である。

「未来の教室」ビジョン（経済産業省「未来の教室」とEdTech研究会 第２次提言）
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４．消費者教育×情報教育・「教育」の情報化
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情報モラル教育教材（動画）

出典：文部科学省資料（第９回青少年の安心・安全なインター
ネット利用環境整備に関するタスクフォース（総務省））

消費者教育の内容と一部関連
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消費者教育と情報教育の連携事例

教職員や保護者が青少年に安心・安全なICT活用について指導・教育する等のために作成した「インターネット
トラブル事例集」において、消費生活トラブルを紹介（消費者教育ポータルサイトに教材として登録）。
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消費者教育と情報教育の連携事例②
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消費者教育と「教育」の情報化の事例

海外の消費者保護団体では、全てを読み、理解するのが困難なネットショッピングの利用規約につ
いて、スマートフォンを活用して消費者が注意すべき事項を分かりやすく抽出してくれるアプリを開発。

出典：ブラジルの消費者団体Reclame Aquiの関連サイト
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